
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス
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株式会社 エスライン

代表取締役社長 山口 嘉彦
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社グループにおきましては、株主をはじめ顧客・従業員・地域社会等の立場を踏まえたうえで、株主から経営を付託された者としての受託者責
任や様々なステークホルダーに対する責務を負っていることを認識しつつ、次の「経営の基本理念」のもと、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定
を行うための仕組みの整備と健全な企業家精神発揮の促進を通じて、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを
目的としております。

＜経営の基本理念＞
「和」・・・・・・・・・・・・・・社是「和」のもと、労使一体の全員経営により輸送の使命を果たしてみんなの幸せを追求する。
「法の精神」・・・・・・・・国内の法または関係法令およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて社会から信頼される企業を目指
す。
「社会貢献」・・・・・・・・地域に密着した企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する。
「環境と顧客優先」・・・環境に配慮した物流企画の提案と輸送品質の向上に努め、お客様に満足していただける物流を提供する。
「全員参加」・・・・・・・・全社員が職務に応じて企業の運営を分担する全員経営により、対話と活力に満ちた企業風土をつくる。

補充原則１－２（４）
当社では議決権電子行使及び招集通知の英訳につきましては実施しておりませんが、これは、当社の株主構成における機関投資家比率は約1
0%、海外投資家比率はほぼゼロ%と、いずれも現状は低比率にとどまり、それらの必要性はまだ高くないと考えるからです。それぞれ20％程度を
上回るに至った時には、それらの導入を検討してまいる所存です。

原則３－１（v）
個々の選任理由、略歴、管掌部署等は、候補者の選任を株主総会にお諮りする際の株主総会招集通知や、有価証券報告書等で適宜説明致しま
す。（第77期株主総会より実施致します）

補充原則３－１（２）
当社では、各種情報開示についての英訳は実施しておりませんが、これは、当社の株主構成における海外投資家比率がほぼゼロ%であり、その
必要性は現時点では高くないと考えるからです。海外投資家比率が2割程度を上回るに至った時には、その導入を検討してまいる所存です。

補充原則４－１１（３）
当社では、現在特に取締役会全体の実効性についての分析・評価は行っておりません。今後は、年度単位で、2015年度を対象とするものから各
取締役による自己評価とその集計・分析を行うことで取締役会評価を開始することとし、その結果の概要につきましては、当社ウェブサイト上にお
いて開示することといたします。

原則１－４
当社は、政策保有株式の保有の可否につきましては、当該保有先との事業上の関係などを総合的に勘案した結果、その保有の意義が認められ
るものを除き、原則保有しないことを基本方針といたします。
また、保有にあたりましては、個別銘柄毎に毎年取締役会において、中長期的な経済合理性や将来の見通しといった観点からその保有の意義の
検証を行うことといたします。
政策保有株式の議決権の行使につきましては、その議案の内容を十分に精査した上で適切に議決権を行使いたします。株主価値を毀損するよう
な議案につきましては、十分協議・検討をした上で判断を行うことといたします。

原則１－７
当社では、取締役は会社法及び当社の取締役会規程に基づいて取締役会の承認を得た場合を除き、当社及び当社グループ会社との関係にお
ける利益相反取引及び競業取引を行ってはならないものとしております。
競業取引及び利益相反取引等の重要な取引を行う場合につきましては、取引条件及びその決定方法の妥当性について事前に総務部において
確認し、また、監査等委員会において取引条件及びその決定方法の妥当性について審議し、その上で取締役会規程に基づき、取締役会におい
て承認するか否かの判断を行うものとします。
当社と当社の主要株主等との間の取引につきましては、一般の取引先様との取引と一切差をつけず、相見積りをとるなど公平な条件のもとで行
っておりますので、特別な手続きは定めておりません。
当社が行うこれらの取引の内容・適切性につきましては、内部監査部門におきましても定期的に監査しております。

原則３－１
当社は、法令に基づく開示を適切に行うことに加え、会社の意思決定の透明性・公正性を確保し、実効的なコーポレートガバナンスを実現すると
の観点から、次の事項について開示するとともに、主体的な情報発信を行ってまいります。
１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画
経営の基本方針、利益還元に関する基本方針、中長期的な経営戦略は、決算説明資料、株主総会資料及び当社ウェブサイト（http://sline.co.j
p/）にて開示しております。
２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
当社は、長期的な企業業績の維持向上を図るため、グループ競争力強化に向け、コーポレートガバナンスの確立を重要課題として認識し、その
強化に取り組んでおります。



様々なガバナンスの仕組みを整備するとともに、監査・監督機能のさらなる強化を図るため、平成27年6月26日開催の第76期定時株主総会での
承認を得て監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。この機関設計の変更により、経営の効率性、健全性および透明性の
高い経営の実現を目指すとともに、コーポレートガバナンスのさらなる充実に努めます。
当社は、株主様の権利の確保、その権利の有効な行使のため、少数株主様、外国人株主様を含む全ての株主様の平等な取扱いに配慮します。
また、当社の経営理念のもと、様々なステークホルダーの立場とダイバーシティ（多様性）を十分に尊重し、かつコンプライアンスを遵守する企業文
化・風土の醸成に努める所存であります。
コーポレートガバナンスに関する基本方針につきましては、コーポレートガバナンスガイドラインを作成し、開示しております。
３．経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続
報酬は基本報酬と賞与により構成し、会社業績との連動性を反映した報酬体系としています。取締役の基本報酬については、業界あるいは同規
模の他社企業の水準、従業員の給与・賞与水準や過去の支給実績などを総合的に勘案の上、株主総会で決定された範囲内で各取締役の職位
に基づき決定しております。
４．経営陣幹部の選任、取締役・監査等委員候補の指名を行うに当たっての方針と手続
経営陣幹部の選任、取締役・監査等委員候補の指名に関しては、当社の企業理念・経営理念に基づき、人格及び見識等を十分に考慮の上、そ
の職務と責任を全うでき、会社の発展に努めることが出来る人物を幅広く人選する方針であります。取締役候補は、法令及び企業倫理の遵守に
徹する見識を有すること等、監査等委員候補は、当社の健全な経営と社会的信用の維持向上に努めることや、中立的・客観的な視点から監査を
行い、経営の健全性確保に貢献できること等、社外取締役は、各分野における豊富な経験・知見を有しており、当社が抱える課題の本質を把握し
た上で、専門的かつ客観的な視点から適切に経営陣に対する意思表明や指導・監督を行う能力を有すること等を総合的に判断し、監査等委員会
によるモニタリングを経て、代表取締役社長が取締役会に推薦し、取締役会で審議の上決定しております。
５．経営陣幹部の選任を行う際の個々の選任についての説明
個々の選任理由、略歴、管掌部署等は、候補者の選任を株主総会にお諮りする際の株主総会招集通知や、有価証券報告書等で適宜説明致しま
す。（第77期株主総会より実施致します）

補充原則４－１（１）
当社は、監査等委員会設置会社であり、定款に会社法第399条の13第5項に基づく「重要な業務執行の決定」を取締役に委任することができる旨
の規定を置いております。法令及び定款の趣旨に鑑み、監督と執行の分離の観点から取締役会の監督機能の強化に資するよう、経営陣すなわ
ち取締役に対する委任事項を定め、その概要につきましては有価証券報告書上でご報告するほか、当社ウェブサイト上で常時掲載いたします。

原則４－８
当社は監査等委員会設置会社に移行することで、独立社外取締役を2名以上選任し、
１．経営の方針や経営改善について、自らの知見に基づき、会社の持続的な成長を促し中長期的な企業価値の向上を図る、との観点からの助言
を行うこと
２．経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重要な意思決定を通じ、経営の監督を行うこと
３．会社と経営陣・支配株主等との間の利益相反を監督すること
４．経営陣・支配株主から独立した立場で、少数株主をはじめとするステークホルダーの意見を取締役会に適切に反映させること
についての役割・責務を果たせる体制を取っております。

原則４－９
当社では、社外取締役となる者の独立性判断基準を策定し、当社ウェブサイトに開示しております。

補充原則４－１１（１）
取締役会は、当社が展開する各事業に対する経験、知識、専門能力、知見を有する社内取締役と、多様な視点、豊富な経験、高い見識と専門性
を持った独立性のある多種多様な業界の経営者又は経営経験者である社外取締役で構成することを基本とし、全部門からの幅広い意見を議論
に反映させられるよう、定款の定めに基づき15名以内としております。
また、取締役候補は、職務遂行に必要な高い能力や知見、識見を有するもので、かつ十分な社会的信用を兼ね備え、当社の経営理念に基づき、
その価値を高いレベルで体現することができる者を、監査等委員会によるモニタリングを経て、選定することとしております。

補充原則４－１１（２）
当社では、取締役の他の上場会社の役員の兼任については、当該役員の当社での業務への支障の度合を確認することとしており、また在任中
に新たに兼任しようとする際には取締役会において事前に協議することとしております。このことにより当社の取締役としての役割・責務を果たす
ための時間と労力は十分に確保されるものと考えております。その兼任状況につきましては、株主総会招集ご通知に添付いたします事業報告お
よび株主総会参考書類にて開示いたしております。

補充原則４－１１（３）
当社では、現在特に取締役会全体の実効性についての分析・評価は行っておりません。今後は、年度単位で、2015年度を対象とするものから各
取締役による自己評価とその集計・分析を行うことで取締役会評価を開始することとし、その結果の概要につきましては、当社ウェブサイト上にお
いて開示することといたします。

補充原則４－１４（２）
１．当社の取締役は、当社グループの重要な統治機関の一翼を担う者として期待される役割・責務を果たすため、その役割・責務に係る理解を深
めるとともに、必要な知識の習得や適切な更新等の研鑽に努めます。
２．前項の実現のため、当社は会社費用において、新任者・在任者の区別も考慮しながら、特に最高経営責任者としての資質を取締役（監査等委
員であるものを除く。）各人が得られるよう、各種トレーニングの機会を取締役会年間計画の中で定めたうえで実施いたします。
３．前二項の対応が適切にとられているか否かについて、取締役会はコーポレートガバナンスガイドライン第24条に定める実効性評価を通じて確
認いたします。

原則５－１
当社は、株主との建設的な対話を促進するため、次に掲げる事項を踏まえ、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指
したビジョンを策定し、当社グループの経営方針を株主の理解が得られるよう分かりやすい形で明確に説明することに努めます。
１．株主との対話全般についての統括責任者は、経営企画部門（財務・経理系）の担当取締役が務めるものとし、決算説明会をはじめとした様々
な取組みを通じて、建設的な対話の実現に努めます。また、代表取締役および担当取締役以外の取締役も積極的にその実現に努めます。
２．対話を補助する部署として経営企画部が、建設的な対話の実現に向け、営業部門やリスク管理部門と連携することにより、各種の経営情報を
収集・分析し、適切な形で株主に提供する体制を整備します。また、株主が事業戦略や事業環境に関する理解を深められるよう、決算説明会、会
社説明会、当社ウェブサイトによる情報開示等について企画立案、実施いたします。
３．個別面談以外にも、機関投資家・アナリスト向け決算説明会、個人投資家向け会社説明会の開催、証券取引所主催のＩＲイベントへの参加等
により、株主・投資家との対話の充実を図ります。
４．株主との対話を通じて把握した意見・懸念は、第1号に定める統括責任者が取りまとめ、必要に応じて取締役および関係部門へフィードバック
するとともに、取締役会に報告し情報の共有・活用を図ります。
５．インサイダー情報は適切かつ慎重に管理し、各種研修等によりインサイダー取引防止の周知徹底に努めます。株主への公平性確保の観点か
ら、決算発表前の一定期間における業績見通しに関する質疑応答等は行わないものといたします。



２．資本構成

【大株主の状況】

補足説明

３．企業属性

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

【ご参考】
本開示に関連する「コーポレートガバナンスガイドライン」の内容につきましては、当社ウェブサイトに掲載しておりますので、ご参照下さい。
「コーポレートガバナンスガイドライン」掲載URL http://sline.co.jp/ir/index.html

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社美美興産 2,646,480 12.95

株式会社大垣共立銀行 1,027,760 5.03

みずほ信託銀行株式会社 1,023,000 5.00

株式会社十六銀行 987,979 4.83

エスライン従業員持株会 974,714 4.77

明治安田生命保険相互会社 927,726 4.54

株式会社市川工務店 841,000 4.11

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 770,000 3.77

三菱ふそうトラック・バス株式会社 439,500 2.15

村瀬 博三 413,628 2.02

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

―――

上場取引所及び市場区分 名古屋 第二部

決算期 3 月

業種 陸運業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

―――

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

【取締役関係】

会社との関係(1)

会社との関係(2)

組織形態 監査等委員会設置会社

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中村 正 他の会社の出身者

岡本 実 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中村 正 ○ ○ ―――

これまで培ってきた企業経営に関する経験と
高い見識を活かし、公正かつ適切に社外取締
役としての職務を遂行していただけるものと判
断したため選任いたしました。
また、当社が上場する金融商品取引所（名古
屋証券取引所）が定める独立役員の要件を全
て充たしており、一般株主と利益相反が生じる
おそれがないため、独立役員に指定いたしまし
た。

岡本 実 ○ ○ ―――

これまで培ってきた企業経営に関する経験と
高い見識を活かし、公正かつ適切に社外取締
役としての職務を遂行していただけるものと判
断したため選任いたしました。
また、当社が上場する金融商品取引所（名古
屋証券取引所）が定める独立役員の要件を全
て充たしており、一般株主と利益相反が生じる
おそれがないため、独立役員に指定いたしまし



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

【任意の委員会】

【独立役員関係】

その他独立役員に関する事項

【インセンティブ関係】

該当項目に関する補足説明

該当項目に関する補足説明

【取締役報酬関係】

該当項目に関する補足説明

た。

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

監査等委員会の職務の補助者は、専任とし、その具体的な内容については、監査等委員会の意見を聴取し、関係部門を担当する取締役の意見
も十分に考慮して決定する。
また、この場合には、当該補助者の任命・異動については、監査等委員会の同意を必要とし、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行する。

会計監査人が支店・子会社を往査した際の状況および決算期においては定期的に、発生した事象についての報告は随時、監査等委員会と情報
交換をおこなうこととする予定であります。また、重要な資産のたな卸しについては、共同して立会い監査を実施します。
また、当社は内部監査担当３名がグループ会社の監査を定期的に行っており、社外取締役でない監査等委員は都度その報告を受け、月１回開
催される監査等委員会にて、社外取締役である監査等委員に対し、状況報告および協議内容について説明を行うこととする予定であります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

独立役員の人数 2 名

当社は、独立役員の要件を充たす社外役員全員を独立役員に指定しております。

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

役員賞与にて対処することを基本としているため。

ストックオプションの付与対象者

―――

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

【社外取締役のサポート体制】

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

役員報酬
第76期における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。
１）役員報酬
取締役に支払った報酬 10名 37百万円
監査役に支払った報酬 ４名 20百万円（うち社外監査役 ２名 １百万円）
計 57百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

―――

取締役会の開催に際して招集を決定する時点において、資料の事前配布および事前説明を行っている。

業務執行については、職務分掌等に基づき権限の委譲を行い、稟議規程に定める決裁基準等に基づき、決裁権限のある責任者が適正かつ効率
的に職務の執行ができる体制を基本としています。
その基本体制のもと、毎月１回開催する取締役会では、経営方針・法令等で定められた重要な経営課題について、経営方針の決定を行い、その
他日常的な業務の監督・決定・統括等については、常務会（常勤役員及び部長で構成：概ね毎週１回開催）という機関のもと、稟議書事項及び業
務に関して、意思の共有と執行決定を行っております。なお、重要な決定事項については、取締役会に報告し、取締役会の決定を受けて、その執
行を行っております。 また、上記出席者は、グループ会社および各支店で発生する諸問題ならびに業務執行の適正化を図るため、グループトッ
プ会議（３ヶ月に１回開催）・本部長会議（隔月開催）を開催し、各社の社長や各本部の本部長からの報告を受け、適切な指示を行っております。 
監査の状況といたしましては、エスライングル－プ各社の役員は、当社の監査等委員会の要請による個別ヒアリングの機会を設けるとともに、業
務の適正を確保する上で、必要な各種会議への当社の監査等委員の出席を確保します。
また、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、または当社もしくは子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、そ
の他当社の監査等委員会が求める報告および情報提供を適宜行っております。 
監査等委員会は、社外取締役２名を含む計３名の監査等委員により構成されております。
会計監査については、有限責任 あずさ監査法人を選任しており、当連結会計年度の業務を執行した公認会計士は柴田光明氏、岩田国良氏であ
り、会計監査業務にかかる補助者は公認会計士４名、その他14名であります。
なお、法律面のサポートとして、当社顧問弁護士に案件を説明し、専門的立場からの助言を受けております。

議決権を有する監査等委員である取締役（過半数は社外取締役）を置くことにより、取締役会の監督機能を一層強化し、コーポレート・ガバナンス
体制の更なる充実を図り、より透明性の高い経営の実現を目指すことを目的として、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行し、社
外取締役２名を置くこととしました。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

２．ＩＲに関する活動状況

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日の１日前に発送

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

個人投資家向けに定期的説明会を開催 名証ＩＲエキスポに参加し、個人投資家等に企業ＰＲ活動を実施している。 なし

IR資料のホームページ掲載
ホームページ内にＩＲ情報を掲載する欄を設け、公開資料・決算情報等の掲載
を行っている。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部をＩＲ担当部署として設置している。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は、昭和13年の創業以来、
「和」・・・社是「和」のもと、労使一体の全員経営により輸送の使命を果たしてみんなの幸せを追
求する。
「法の精神」・・・国内の法または関係法令およびその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活
動を通じて社会から信頼される企業を目指す。
「社会貢献」・・・地域に密着した企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する。
「環境と顧客優先」・・・環境に配慮した物流企画の提案と輸送品質の向上に努め、お客様に満
足していただける物流を提供する。
「全員参加」・・・全社員が職務に応じて企業の運営を分担する全員経営により、対話と活力に満
ちた企業風土をつくる。
を経営の基本理念として掲げ、株主の皆様をはじめ取引先、社員、地域社会等ステークホルダ
ーとの深い信頼関係に基づき、事業の発展に注力しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 ＩＳＯ１４００１を取得し、環境マネジメントシステムを構築している。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

平成27年６月26日開催の取締役会決議により、当社グループの内部統制システムについて、以下のとおり決定しております。
(1) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項
監査等委員会の職務の補助者は内部監査担当とする。
(2) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人の当社の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
ならびに監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の職務の補助者は、専任とし、その具体的な内容については、監査等委員会の意見を聴取し、関係部門を担当する取締役の意見
も十分に考慮して決定する。
また、この場合には、当該補助者の任命・異動については、監査等委員会の同意を必要とし、監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行する。
(3) 当社または子会社の取締役および使用人等から監査等委員会への報告に関する体制
エスライングル－プ各社の取締役および使用人等は、当社の監査等委員会の定める監査等委員会規程に従い、職務執行に関して重大な法令・
定款違反もしくは不正行為の事実、または当社もしくは子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、その他当社の監査等委員会が求める報
告および情報提供を行わなければならないものとする。
(4) 監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
エスライングル－プ各社は、在籍者が「国内の法令、定款、社内規程および企業倫理の遵守」（以下、「コンプライアンス」という。）に違反する行為
を発見した場合の報告体制として、通報者のプライバシ－保護と不利益処遇禁止保護等通報者の権利保護については、万全に配慮するものとす
る。
(5) 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事
項
当社の監査等委員の職務の執行に関する費用や債務の処理については、監査等委員会の職務の執行に関するものでないことが明らかである場
合を除き、会社法第399条の２第４項に基づき速やかに、かつ適正に行うものとする。
(6) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
エスライングル－プ各社の役員は、当社の監査等委員会の要請による個別ヒアリングの機会を設けるとともに、業務の適正を確保する上で、必要
な各種会議への当社の監査等委員の出席を確保する。なお、当社は、代表取締役社長および会計監査人それぞれと当社の監査等委員会との
間における定期的意見交換会を設置する。また、エスライングル－プ各社の役員は、監査の実効性確保に係る当社の監査等委員会の意見を十
分に尊重するものとする。
(7) 当社または子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア．エスライングル－プ各社は、在籍者全員に対し、コンプライアンスを徹底し、オ－プンでフェアな企業活動を通じて社会から信頼される会社を目
指すことを基本方針とする。
この基本方針に基づき、エスライングル－プ各社は、コンプライアンス推進規程およびコンプライアンス実践の基準を定める「社員行動基準」を制
定する。
イ．万一、コンプライアンスに関する事態が発生した場合には、コンプライアンス推進委員会を開催し、当該事態の対応と処分および再発の防止を
審議する。
ウ．エスライングル－プ各社は、証券取引に関連する法令および証券取引所の諸規程を遵守するとともに、インサイダ－取引規制に関し厳重に
管理する。
当社は、エスライングル－プ各社に関する経営関連情報の公正かつ適時、適切な開示を実施する。
エ．エスライングル－プ各社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、毅然とした姿勢で組織的に対
応する。
(8) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制ならびに子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報
告に関する体制
ア．取締役会（当社を除くエスライングループ各社は、役員会）での決議状況および各取締役の業務執行の決裁状況ならびにその監督等に係る
情報・文書等は、取締役会規程、役員会規程および稟議規程ならびに文書管理に関する社内規程に従い、適切に保存および管理（廃棄を含む）
する。なお、取締役は、これらの情報・文書等を常時閲覧できるものとする。
イ．内部統制担当取締役は、必要に応じて職務執行情報の保存および管理の運用状況に関する検証と各規程等の見直しを行い、取締役会への
報告を行う。
ウ．コンプライアンスに関する事態が発生した場合において、特に取締役との関連性が高いなどの重要な問題は、取締役会（当社を除くエスライン
グループ各社は、役員会および当社）への報告事項とする。
(9) 当社または子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
エスライングル－プ各社は、経営を取巻く各種リスクを分析し、事業の円滑な運営に重大な影響を及ぼす損失に適確に対処し、株主、顧客および
社員の安全と損失の低減および再発の防止を図り、事業継続を可能にすることを目的とした「リスクマネジメント基本方針」ならびに「リスク管理諸
規程」を制定する。これに基づき、エスライングル－プ各社は、リスクカテゴリ－毎の責任部署等を定め、リスクマネジメント推進活動を積極的に展
開する。
当社の「総務・法務・広報業務」担当取締役は、内部監査等により「法令および定款」違反、その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行
為等が発見された場合には、当該危険の内容およびそれらがもたらす損失の程度等について直ちに内部統制担当取締役に通報される体制を構
築する。
また、大規模な事故、災害等が発生した場合は、直ちに対策本部を設置し、状況の把握、初期対応の実施および再発の防止を行う。
(10) 当社または子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．経営計画のマネジメントについては、エスライングル－プ各社の年度計画に基づき、業績目標および予算を提示し、それぞれの事業会社また
は事業セグメント等の業務執行を委託された取締役および経営執行責任者が、決定された目標達成のための活動を行う。
また、内部統制担当取締役は、設定した目標が当初の予定通りに進捗しているか業績報告を通じて定期的に検証を行う。
イ．業務執行のマネジメントについては、取締役会規程で定める取締役会（当社を除くエスライングループ各社は、役員会）への付議事項に関し、
当該事項を漏れなく付議することを遵守し、議題の審議に関する十分な資料が事前に役員に配付される体制を構築する。
ウ．日常の職務執行に際しては、職務分掌等に基づき権限の委譲が適正に行われ、稟議規程に定める決裁基準等に基づき決裁権限のある責任
者が適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築する。
(11) (1)から(10)に掲げるほか、当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．当社は、エスライングル－プの内部統制を担当する「統括管理部署」を設置し、エスライングル－プ各社への指導・支援を実施する。
イ．統括管理部署は、エスライングル－プ各社の管理規程の作成を指導し、エスライングル－プ各社における取締役の重要な業務執行に関する
事前報告体制および意思決定体制を構築する。
ウ．当社は、内部統制担当取締役がエスライングル－プの内部監査を担当する部署との十分な情報交換を行い、エスライングル－プ各社間にお
ける不適切な取引または会計処理を防止するための「内部監査体制」を構築する。

エスライングループ全社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を持たず、不当な要求を受け



た場合には、毅然とした姿勢で組織的に対応する。
また、平素より警察等外部の専門機関との緊密な連携を行い、情報の共有を図る。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

該当項目に関する補足説明

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

買収防衛策の導入の有無 あり

当社は、平成26年６月27日開催の定時株主総会において、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業
の方針の決定が支配されることを防止する取組みとして導入しておりました、「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」について、
従前のプランの基本的なスキーム、実質的な内容は変更せず、一部語句を修正し、継続（以下、継続後の対応策を「本プラン」といいます。）する
ことについて、株主の皆様にご承認をいただきました。
その概要は以下のとおりであります。
ア．当社株式の大規模買付行為等
本プランにおける当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、
または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を大規模買付
者といいます。
イ．大規模買付ルールの概要
大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会による一定の評価期間（以下、「取締
役会評価期間」といいます。）または、株主検討期間を設ける場合には取締役会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始
するというものです。
ウ．大規模買付行為が実施された場合の対応
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案につい
ての反対意見を表明したり、代替案を提示することにより、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は
講じません。
ただし、大規模買付ルールを遵守しない場合や、遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、結果として当社に回復し難い損害をも
たらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと取締役会が判断した場合には、対抗措置をとることがあります。
エ．対抗措置の客観性・合理性を担保するための制度および手続
対抗措置を講ずるか否かについては、取締役会が最終的な判断を行いますが、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなさ
れることを防止し、その判断の客観性・合理性を担保するため、独立委員会を設置しております。
対抗措置をとる場合、その判断の客観性・合理性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発
動の是非について諮問し、独立委員会は、対抗措置の発動の是非について、勧告を行うものとします。
オ．本プランの有効期限等
本プランの有効期限は、平成29年６月30日までに開催予定の当社第78期定時株主総会終結の時までとなっております。
ただし、有効期間中であっても、株主総会または取締役会の決議により本プランは廃止されるものとします。

・本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的と
するものでないことについて
本プランは、大規模買付行為が行われる際に、株主の皆様が判断し、あるいは取締役会が代替案を提案するために必要かつ十分な情報や時間
を確保する等、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みであり、まさに会社の支配に関する基本方針に沿うものであ
ります。
また、本プランは、1)買収防衛策に関する指針の要件を充足していることおよび経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に
発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっていること 2)株主共同の利益の確保・向上の目的
をもって導入されていること 3)株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映するものであること 4)独立性の高い社外者のみから構成
される独立委員会の勧告を尊重するものであること 5)デッドハンド型およびスローハンド型の買収防衛策ではないこと等、会社の支配に関する
基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま
す。

―――
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